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■貸出金科目別期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■貸出金科目別平均残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

貸　出　金貸　出　金

種　　　　類
令和5年3月期 令和6年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合　計（構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計（構成比）

手 形 貸 付 15,907 − 15,907（　1.6） 15,142 − 15,142（　1.6）

証 書 貸 付 920,021 − 920,021（　95.5） 920,778 − 920,778（　95.5）

当 座 貸 越 26,285 − 26,285（　2.7） 26,430 − 26,430（　2.7）

割 引 手 形 1,602 − 1,602（　0.2） 1,438 − 1,438（　0.2）

合 計 963,816 − 963,816（100.0） 963,789 − 963,789（100.0）

種　　　　類
令和5年3月期 令和6年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合　計（構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計（構成比）

手 形 貸 付 14,132 − 14,132（　1.5） 14,335 − 14,335（　1.5）

証 書 貸 付 917,272 − 917,272（　95.7） 918,008 − 918,008（　95.7）

当 座 貸 越 25,876 − 25,876（　2.7） 25,907 − 25,907（　2.7）

割 引 手 形 1,382 − 1,382（　0.1） 1,379 − 1,379（　0.1）

合 計 958,663 − 958,663（100.0） 959,631 − 959,631（100.0）

■貸出金の残存期間別残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　　　類 1年以下
1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
期間の定め
のないもの

合　　　計

令和5年3月期

貸 出 金 196,936 135,880 112,264 90,892 413,932 13,909 963,816

う ち 変 動 金 利 72,425 61,920 56,507 366,081 5,596

う ち 固 定 金 利 63,454 50,343 34,384 47,850 8,312

令和6年3月期

貸 出 金 201,400 130,474 110,093 91,684 416,518 13,617 963,789

う ち 変 動 金 利 74,946 65,982 60,027 382,881 5,914

う ち 固 定 金 利 55,528 44,111 31,656 33,637 7,702

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
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■貸出金業種別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■貸出金使途別内訳

■貸出金担保別内訳 （単位：百万円） ■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

種　　　類 令和5年3月期 令和6年3月期

有 価 証 券 168   243  
債 権 6,166   6,179  
商 品 − −
不 動 産 167,316   173,584  
そ の 他 − −

計 173,651   180,007  
保 証 608,785   599,261  
信 用 181,378   184,521  
合 計 963,816   963,789  

種　　　類 令和5年3月期 令和6年3月期

有 価 証 券 − −
債 権 24   27  
商 品 − −
不 動 産 483   441  
そ の 他 − −

計 508   468  
保 証 65   63  
信 用 − −
合 計 574   532  

区　　　　分
令和5年3月期 令和6年3月期

残　高 構成比 残　高 構成比

設 備 資 金 601,460     62.4      617,787     64.1     
運 転 資 金 362,356     37.6      346,002     35.9     
合 計 963,816     100.0      963,789     100.0     

業　　　　種
令和5年3月期 令和6年3月期

残　高 構成比 残　高 構成比
製 造 業 40,598 4.2 40,058 4.2 
農 業 、 林 業 1,024 0.1 1,083 0.1 
漁 業 11 0.0 116 0.0 
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 176 0.0 165 0.0 
建 設 業 31,528 3.3 32,377 3.4 
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 1,496 0.1 1,182 0.1 
情 報 通 信 業 1,760 0.2 1,576 0.2 
運 輸 業 、 郵 便 業 9,410 1.0 9,069 0.9 
卸 売 業 、 小 売 業 49,911 5.2 49,623 5.1 
金 融 業 、 保 険 業 7,474 0.8 10,626 1.1 
不 動 産 業、 物 品 賃 貸 業 57,600 6.0 58,350 6.1 
宿 泊 業、 飲 食 サ ー ビ ス 業 11,361 1.2 11,374 1.2 
学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 8,771 0.9 6,645 0.7 
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、娯 楽 業 5,356 0.5 5,577 0.6 
教 育 、 学 習 支 援 業 2,482 0.3 3,181 0.3 
医 療 、 福 祉 46,523 4.8 47,072 4.9 
サ ー ビ ス 業 9,701 1.0 9,586 1.0 
地 方 公 共 団 体 116,956 12.1 104,560 10.8 
そ の 他 561,678 58.3 571,569 59.3 
合 計 963,816 100.0 963,789 100.0 
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（注）中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常
用する従業員が300人（ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

■特定海外債権残高
　　　該当ありません。

■消費者ローン・住宅ローン残高

■中小企業等向け貸出金 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

■貸倒引当金内訳

■貸出金償却額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区　　　分 令和5年3月期 令和6年3月期

中 小 企 業 等 向 け 貸 出 金 残 高 737,189             754,328            

総 貸 出 金 に 占 め る 割 合 76.4             78.2            

種　　　類 令和5年3月期 令和6年3月期

消 費 者 ロ ー ン 17,056             18,170            

住 宅 ロ ー ン 452,278             466,685            

合 計 469,334             484,856            

区　　　分
令和5年3月期 令和6年3月期

残  高 増減額 残  高 増減額

一 般 貸 倒 引 当 金 397      16      443      46     

個 別 貸 倒 引 当 金 3,867      473      2,656      △ 1,210     

合 計 4,264      489      3,100      △ 1,164     

区　　　分 令和5年3月期 令和6年3月期

貸 出 金 償 却 額 25 45
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

リスク管理債権
銀行法及び同法施行規則に基づいて開示する債権で、
貸付有価証券、貸出金、外国為替、銀行保証付私募債、
未収利息、仮払金及び支払承諾見返について債務者の
財政状態及び経営成績等を基に査定を行い、「破産更
生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「三月以
上延滞債権」「貸出条件緩和債権」の4区分に分類さ
れます。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。
危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態
及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
三月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上
延滞している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権並びに危険債権に該当しないものです。
貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並
びに三月以上延滞債権に該当しないものです。
正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないもの
として、上記の債権以外のものに区分される債権です。

用語のご説明
■リスク管理債権額

  リスク管理債権額は単体・連結ベースとも同額であ
ります。

■金融再生法開示債権額
金融再生法開示債権
「金融機能再生のための緊急措置に関する法律」に基 
づいて開示する債権で、貸付有価証券、貸出金、外国
為替、銀行保証付私募債、未収利息、仮払金及び支払
承諾見返について債務者の財政状態及び経営成績等を
基に査定を行い、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債
権」「危険債権」「要管理債権」「正常債権」の４区分
に分類されます。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。
危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状
態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
要管理債権
元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日と
して3月以上延滞している貸出債権及び経済的困難に
陥った債務者の再建又は支援を図り、当該債権の回収
を促進すること等を目的に債務者に有利な一定の譲歩
を与える約定条件の改定等を行った貸出債権です。
正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないもの
として、上記の債権以外のものに区分される債権です。

用語のご説明

区　　分 令和5年3月末 令和6年3月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 5,313   4,123  

危 険 債 権 5,938   7,100  

三 月以上延滞債権 − −

貸出条件緩和債権 90   64  

　合　　　計　 11,341   11,289  

正 常 債 権 956,530   956,304  

区　　分 令和5年3月末 令和6年3月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 5,313   4,123  

危 険 債 権 5,938   7,100  

要 管 理 債 権 90   64  

小　　　 計　　A 11,341   11,289  

正 常 債 権 956,530   956,304  

合　 計（総与信）B 967,872   967,593  

開 示 債 権 比 率
A／B×100

％
1.17  

％
1.16  

担保・優良保証C 6,858   8,058  

貸 倒 引 当 金D 3,867   2,657  

保 全 率
（C＋D）／A×100

％
94.57  

％
94.92  


